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●高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律の一部を改正する法律

背景・必要性

法律の概要

②公共交通事業者等によるハード・ソフト一体的な取組の推進

○ハード対策に加え、接遇・研修のあり方を含むソフト対策のメニューを
国土交通大臣が新たに作成

○事業者は、ハード・ソフト計画※の作成・取組状況の報告・公表

③バリアフリーのまちづくりに向けた地域における取組強化

※基本構想作成市町村数：
 全市町村の約２割（294/1,741）
３千人/日以上の旅客施設のある
市町村の約半数（268/613）

［H28年度末時点］

≪課題①：ﾊー ﾄ゙・ｿﾌﾄ両面の課題≫

(参考)
車いす利用者の
バス利用に係る
介助の様子

・市町村による方針の作成
・重点的に取り組む対象地区（※）の設定

【バリアフリーのマスタープラン】

・事業を実施する地区の設定
・事業内容の特定

当事者の参画する協議会の活用等により
定期的評価・見直し

【基本構想（具体事業調整）】

■ﾕﾆﾊﾞｰｻﾙﾃﾞｻﾞｲﾝ2020行動計画(H29.2 ﾕﾆﾊﾞｰｻﾙﾃﾞｻﾞｲﾝ2020関係閣僚会議決定)

≪関連する政府決定等≫

「ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ法を含む関係施策について、29年度中に検討を行う等により、そのｽﾊﾟｲﾗﾙｱｯﾌﾟを図る」

事故、トラブルの発生等を踏まえ、
既存施設を含む更なるハード対策、
また、旅客支援等のｿﾌﾄ対策を
一体的に推進する必要

≪課題②：地域の取組の課題≫

 市町村(特別区を含む)による基本
構想未作成・フォローアップ
不足等により、地域における
ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ化が不十分

○市町村がバリアフリー方針を定めるマスタープラン制度を創設
(協議会等における調整、都道府県によるサポート、作成経費支援）

2020年東京ﾊ゚ﾗ大会の開催を契機とした共生社会の実現、高齢者、障害者等も含んだ一億総活躍社会の実現の必要性

地区内事業者等
による事業実施

【研修の様子(介助の擬似体験)】

【遊覧船】

観光立国実現に向け、貸切バ
スや遊覧船もﾊﾘ゙ｱﾌﾘー 化が必要

 公共交通機関に加え、建築物
等に関するバリアフリー情報の
積極的な提供が必要

 ﾊﾘ゙ｱﾌﾘー 施策の評価等に当た
り、障害者等の参画・視点の
反映が必要

≪課題③：利用し易さの課題≫

【バリアフリー対応のﾊ゙ｽ(ﾘﾌﾄ付ﾊ゙ｽ)】

④更なる利用し易さ確保に向けた様々な施策の充実

○ 貸切ﾊﾞｽ・遊覧船等の導入時におけるバリアフリー基準適合を義務化
○ 建築物等のバリアフリー情報の提供を新たに努力義務化
○ 障害者等の参画の下、施策内容の評価等を行う会議の開催を明記

○近接建築物との連携による既存地下駅等のﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ化を促進するため、
協定(承継効)制度及び容積率特例を創設

※施設整備、旅客支援、情報提供、教育訓練、推進体制

①理念規定／国及び国民の責務

○理念規定を設け、「共生社会の実現」、「社会的障壁の除去」を明確化
○「心のバリアフリー」として、高齢者、障害者等に対する支援（鉄道利用者による声かけ等）を明記

駅等の旅客施設にスペースの余裕がない場合に近接建築物への通路
及びバリアフリートイレ整備が容易に

※赤字：平成30年11月１日施行、青字：平成31年４月１日施行

※対象地区内
・公共交通事業者等の事前届出を通じた交通結節点の調整
・ﾊ゙ﾘｱﾌﾘー ﾏｯﾌ゚作成に対する地区内事業者等の情報提供

資料１－１
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－3－



M
in

is
tr

y 
o
f 

L
a
n
d
, 
In

fr
a
st

ru
ct

u
re

, 
T

ra
n
sp

o
rt

 a
n
d
 T

o
u
ri

sm①
平
成

30
年

11
月

1日
施
行
分

－4－



国
内
外
に
お
け
る
議
論

※
１
「共
生
社
会
」と
は
、
「障
害
の
有
無
等
に
か
か
わ
ら
ず
、
国
民
誰
も
が
相
互
に
人
格
と
個
性
を
尊
重
し
支
え
合
う
社
会
」の
こ
と

※
２
「社
会
的
障
壁
」と
は
、
「障
害
が
あ
る
者
に
と
っ
て
日
常
生
活
又
は
社
会
生
活
を
営
む
上
で
障
壁
と
な
る
よ
う
な
社
会
に
お
け
る
事
物
、
制
度
、
慣
行
、
観
念
そ
の
他
一
切
の
も
の
」の
こ
と


理
念
に
「
共
生
社
会
の
実
現
」
、
「
社
会
的
障
壁
の
除
去
」

を
明
確
化


国
及
び
国
民
の
責
務
※
３
に
「
心
の
バ
リ
ア
フ
リ
ー
」
の
重
要
な
ポ
イ
ン
ト
と
し
て
、
高
齢
者
、
障
害
者
等
に

対
す
る
支
援
（
鉄
道
駅
利
用
者
に
よ
る
声
か
け
等
）
を
明
記

※
１

※
２

○
ユ
ニ
バ
ー
サ
ル
デ
ザ
イ
ン
20
20
行
動
計
画
（
平
成
29
年
２
月
20
日
ユ
ニ
バ
ー
サ
ル
デ
ザ
イ
ン
20
20
関
係
閣
僚
会
議
決
定
）
（
抜
粋
）

Ⅰ
．
基
本
的
考
え
方

１
．
我
々
の
目
指
す
共
生
社
会
（
パ
ラ
リ
ン
ピ
ッ
ク
を
契
機
と
し
て
）

我
々
は
、
障
害
の
有
無
に
か
か
わ
ら
ず
、
女
性
も
男
性
も
、
高
齢
者
も
若
者
も
、
す
べ
て
の
人
が
お
互
い
の
人
権
や
尊
厳
を
大
切
に
し
支
え
合
い
、

誰
も
が
生
き
生
き
と
し
た
人
生
を
享
受
す
る
こ
と
の
で
き
る
共
生
社
会
を
実
現
す
る
こ
と
を
目
指
し
て
い
る
。

○
「
共
生
社
会
の
実
現
」、
「社
会
的
障
壁
の
除
去
」に
係
る
規
定
の
整
備

平
成

18
年

バ
リ
ア
フ
リ
ー
法
（現
行
法
）制
定

平
成

23
年

障
害
者
基
本
法
改
正
。
共
生
社
会
の
実
現
、
社
会
的
障
壁
の
除
去
に
つ
い
て
の
規
定
新
設

平
成

19
年

我
が
国
が
障
害
者
権
利
条
約
締
結

平
成

25
年

障
害
者
差
別
解
消
法
制
定
。
共
生
社
会
の
実
現
、
社
会
的
障
壁
の
除
去
に
つ
い
て
の
規
定
新
設

平
成

26
年

我
が
国
が
障
害
者
権
利
条
約
批
准
、
障
害
者
権
利
条
約
発
効

○
障
害
者
基
本
法
（抄
）

第
一
条

こ
の
法
律
は
、
全
て
の
国
民
が
、
障
害
の
有
無
に
か
か
わ
ら
ず
、
等
し
く
基

本
的
人
権
を
享
有
す
る
か
け
が
え
の
な
い
個
人
と
し
て
尊
重
さ
れ
る
も
の
で
あ
る
と

の
理
念
に
の
つ
と
り
、
全
て
の
国
民
が
、
障
害
の
有
無
に
よ
つ
て
分
け
隔
て
ら
れ
る

こ
と
な
く
、
相
互
に
人
格
と
個
性
を
尊
重
し
合
い
な
が
ら
共
生
す
る
社
会
を
実
現
す

る
た
め
、
･･
･略
･･
･等
に
よ
り
、
障
害
者
の
自
立
及
び
社
会
参
加
の
支
援
等
の
た
め

の
施
策
を
総
合
的
か
つ
計
画
的
に
推
進
す
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
。

第
四
条
第
二
項

社
会
的
障
壁
の
除
去
は
、
そ
れ
を
必
要
と
し
て
い
る
障
害
者
が
現
に

存
し
、
か
つ
、
そ
の
実
施
に
伴
う
負
担
が
過
重
で
な
い
と
き
は
、
そ
れ
を
怠
る
こ
と

に
よ
つ
て
前
項
の
規
定
に
違
反
す
る
こ
と
と
な
ら
な
い
よ
う
、
そ
の
実
施
に
つ
い
て

必
要
か
つ
合
理
的
な
配
慮
が
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

基
本
理
念
の
創
設
、
国
及
び
国
民
の
責
務
の
整
備
に
つ
い
て

20
20
東
京
大
会
を
契
機
と
し
た
「共
生
社
会
の
実
現
」

障
害
者
権
利
条
約
の
締
結
や
障
害
者
基
本
法
等
関
連
国
内
法
の
整
備

○
障
害
者
差
別
解
消
法
（抄
）

第
一
条

こ
の
法
律
は
、
･･
･等
を
定
め
る
こ
と
に
よ
り
、
障
害
を
理
由
と
す
る
差

別
の
解
消
を
推
進
し
、
も
っ
て
全
て
の
国
民
が
、
障
害
の
有
無
に
よ
っ
て
分
け
隔

て
ら
れ
る
こ
と
な
く
、
相
互
に
人
格
と
個
性
を
尊
重
し
合
い
な
が
ら
共
生
す
る
社

会
の
実
現
に
資
す
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
。

第
五
条

行
政
機
関
等
及
び
事
業
者
は
、
社
会
的
障
壁
の
除
去
の
実
施
に
つ
い
て
の

必
要
か
つ
合
理
的
な
配
慮
を
的
確
に
行
う
た
め
、
自
ら
設
置
す
る
施
設
の
構
造
の

改
善
及
び
設
備
の
整
備
、
関
係
職
員
に
対
す
る
研
修
そ
の
他
の
必
要
な
環
境
の
整

備
に
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

※
３
地
方
公
共
団
体
は
、
国
の
施
策
に
準
じ
た
措
置
を
講
ず
る
責
務
（第
５
条
）

【参
考
】
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
障
害
者
等
の
参
画
の
下
、
施
策
内
容
の
評
価
等
を
行
う
会
議
の
開
催
を
明
記

評
価
会
議
の
開
催
に
つ
い
て

背
景

【
参
考
】ユ
ニ
バ
ー
サ
ル
デ
ザ
イ
ン

20
20
行
動
計
画
（平
成

29
年

2月
20
日
、
ユ
ニ
バ
ー
サ
ル
デ
ザ
イ
ン

20
20
関
係
閣
僚
会
議
決
定
）（
抜
粋
）

Ⅰ
．
基
本
的
考
え
方

２
．
ユ
ニ
バ
ー
サ
ル
デ
ザ
イ
ン

20
20
行
動
計
画

ま
た
、
今
後
、
こ
れ
ら
施
策
の
検
討
及
び
評
価
に
当
た
っ
て
は
、
障
害
の
あ
る
人
が
委
員
等
と
し
て
参
画
す
る
こ
と
と
し
、
障
害
の
あ
る
人
に
よ
る
視
点
を
施
策

に
反
映
さ
せ
る
こ
と
が
重
要
で
あ
る
。


バ
リ
ア
フ
リ
ー
施
策
の
検
討
・
評
価
に
当
た
り
、
障
害
者
等
が
自
ら
参
画
し
、
そ
の
視
点
を
施
策
に
反
映
さ
せ

る
こ
と
が
重
要

【
参
考
】障
害
者
の
権
利
に
関
す
る
条
約
（抜
粋
）

第
四
条
第
三
項

締
約
国
は
、
こ
の
条
約
を
実
施
す
る
た
め
の
法
令
及
び
政
策
の
作
成
及
び
実
施
に
お
い
て
、
並
び
に
障
害
者
に
関
す
る
問
題
に
つ
い
て
の
他
の

意
思
決
定
過
程
に
お
い
て
、
障
害
者
（
障
害
の
あ
る
児
童
を
含
む
。
）
を
代
表
す
る
団
体
を
通
じ
、
障
害
者
と
緊
密
に
協
議
し
、
及
び
障
害
者
を
積
極
的
に
関
与
さ

せ
る
。


障
害
者
団
体
か
ら
検
討
会
等
に
お
い
て
、
制
度
と
し
て
障
害
者
参
画
の
仕
組
み
を
設
け
る
べ
き
と
の
意
見
等

【
参
考
】要
望
団
体
･･
･認
定
Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人

D
P
I日
本
会
議
等

出
席
者

・
関
係
行
政
機
関

・
地
方
公
共
団
体

・
高
齢
者
、
障
害
者
等
（多
様
な
障
害
特
性
に
配
慮
し
た
人
選
）

・
施
設
設
置
管
理
者
（例
：公
共
交
通
事
業
者
等
、
道
路
管
理
者
）

・
そ
の
他
の
関
係
者
（例
：学
識
経
験
者
）

開
催
頻
度
、
検
討
テ
ー
マ
等

・
年
複
数
回
開
催
す
る
考
え

・
高
齢
者
、
障
害
者
等
か
ら
寄
せ
ら
れ
る
要
望
等
に
対
し
、

各
者
の
参
画
に
よ
る
建
設
的
な
検
討

・
地
方
ブ
ロ
ッ
ク
に
お
け
る
開
催
も
重
要
な
検
討
課
題

⇒
高
齢
者
、
障
害
者
等
と
も
相
談
し
つ
つ
、
具
体
的
な

運
営
を
検
討
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バ
リ
ア
フ
リ
ー
の
ま
ち
づ
く
り
に
向
け
た
地
域
連
携
強
化
の
必
要
性

現
状

○
基
本
構
想
は
、
既
存
施
設
を
含
む
各
施
設

等
の
バ
リ
ア
フ
リ
ー
化
を
重
点
的
・一
体
的
に

推
進
し
、
障
害
者
、
高
齢
者
等
の
シ
ー
ム
レ
ス

な
移
動
を
確
保
す
る
た
め
に
重
要

○
基
本
構
想
の
作
成
は
、
現
在
伸
び
悩
み
、

作
成
済
の
市
町
村
の
数
は
２
割
程
度

（2
96

/1
74

1市
区
町
村
）

課
題
と
対
応
方
針

作
成
の
た
め
の
予
算
が
な
い

計
画
作
成
の
ノ
ウ
ハ
ウ
が
な
い

計
画
の
作
成
経
費
補
助

都
道
府
県
に
よ
る
サ
ポ
ー
ト

●
対
応
方
針

具
体
の
事
業
に
関
す
る
調
整
が
難
航

●
市
町
村
の
基
本
構
想
の
作
成
が
進
ま
な
い
要
因

・バ
リ
ア
フ
リ
ー
方
針
の
提
示

・事
業
者
か
ら
の
施
設
設
置
に
係
る
届
出

に
よ
り
事
業
に
関
す
る
調
整
を
容
易
化

1
5

4
6

5
6

5
1

3
0

2
4

1
3

1
7

7
6

6
4

6
4

4
5

2

0

1
0

2
0

3
0

4
0

5
0

6
0

H
1
3
H
1
4
H
1
5
H
1
6
H
1
7
H
1
8
H
1
9
H
2
0
H
2
1
H
2
2
H
2
3
H
2
4
H
2
5
H
2
6
H
2
7
H
2
8
H
2
9

基
本
構
想
作
成
市
町
村
数
の
推
移

（
計

2
9
6
市
区
町
村
（
Ｈ

2
9
年
度
末
時
点
））
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※
赤
枠
内
・
赤
文
字
：
改
正
事
項

バ
リ
ア
フ
リ
ー
の
ま
ち
づ
く
り
に
向
け
た
地
域
連
携
強
化
に
関
す
る
新
制
度
の
イ
メ
ー
ジ

■
移
動
等
円
滑
化
促
進
方
針
制
度

■
基
本
構
想
制
度

概
ね
５
年
毎
の
評
価
・見
直
し

協
議
会
等
を
用
い
た
移
動
等
円
滑
化
促
進
方
針
作
成
に
係
る
協
議

○
交
通
結
節
点
に
お
け
る
施
設
間
連
携
を
誘
導
【§

2
4
の

6
】

○
市
町
村
に
よ
る
バ
リ
ア
フ
リ
ー
マ
ッ
プ
の
作
成
促
進

【§
2

4
の

2
④

, 
§

2
4
の

7
 ,
 §

2
4
の

8
】

市
町
村
に
よ
る
要
請
等

市
町
村
の
求
め
に
応
じ
た
施
設
設
置
管
理
者
に
よ
る
情
報
提
供

（
義
務
又
は
努
力
義
務
）

市
町
村
に
よ
る
移
動
等
円
滑
化
に
関
す
る
情
報
の
収
集
、
整
理
及
び
提
供

（
任
意
記
載
事
項
）

市
町
村
に
よ
る
移
動
等
円
滑
化
促
進
方
針
の
作
成
（
努
力
義
務
）
【§

2
4
の

2
】

（
移
動
等
円
滑
化
促
進
地
区
の
指
定
）

〈A
地
区
〉

バ
ス
タ
ー
ミ
ナ
ル
と
駅
の
連
携
強
化

〈B
地
区
〉

シ
ョ
ッ
ピ
ン
グ
モ
ー
ル
を
中
心
と
し
て

B
F
化

〈C
地
区
〉

バ
リ
ア
フ
リ
ー
マ
ッ
プ
を
作
成
し
て
情
報
提
供

市
町
村
全
体
の
バ
リ
ア
フ

リ
ー
化
の
方
針
を
示
し
、
利

害
関
係
者
に
当
該
方
針
を

共
有
し
、
バ
リ
ア
フ
リ
ー
化
の

具
体
の
整
備
の
機
運
を
高

め
る
。

＜
A
地
区
基
本
構
想
＞

作
成
済

＜
B
地
区
基
本
構
想
＞

作
成
予
定

＜
C
地
区
基
本
構
想
＞

作
成
予
定
な
し

市
町
村
に
よ
る
実
施
要
請
、
大
臣
等
に
よ
る
実
施
勧
告
等


旅
客
施
設
、
道
路
、
路
外
駐
車
場
、
都
市
公
園
、
建
築
物
、
交
通
安
全
施
設

の
バ
リ
ア
フ
リ
ー
化

○
既
存
施
設
を
含
め
た
各
施
設
の
バ
リ
ア
フ
リ
ー
化
の
実
施
【§

2
8
～
§

3
8
】

※
上
記
の
他
、
移
動
等
円
滑
化
促
進
方
針
制
度
と
同
様
に
市
町
村
に
よ
る

バ
リ
ア
フ
リ
ー
マ
ッ
プ
作
成
促
進
の
た
め
の
規
定
を
設
け
る
こ
と
と
す
る
。

市
町
村
に
よ
る
基
本
構
想
の
作
成
（
努
力
義
務
）
【§

2
5
】

（
重
点
整
備
地
区
の
指
定
）

協
議
会
等
を
用
い
た
基
本
構
想
作
成
に
係
る
協
議

個
別
計
画
作
成
・特
定
事
業
実
施
（義
務
）


地
区
単
位
で
の
作
成
を
想
定
、
バ
リ
ア
フ
リ
ー
化
の
具
体
事
業
を
示
す

（具
体
事
業
を
位
置
づ
け
る
こ
と
が
必
要
）


生
活
関
連
施
設
を
取
り
巻
く
徒
歩
圏
等
で
あ
る
地
区
を
対
象


ま
ち
づ
く
り
（都
市
マ
ス
・公
共
交
通
網
）と
の
連
携
確
保


都
道
府
県
に
よ
る
支
援


下
記
の
取
組
を
実
施


市
町
村
全
体
の
方
針
を
示
す
場
合
を
想
定
（地
区
単
位
で
の
作
成
も
可
）、

バ
リ
ア
フ
リ
ー
化
の
方
向
性
を
示
す
（具
体
事
業
を
位
置
づ
け
る
こ
と
は
不
要
）


生
活
関
連
施
設
を
取
り
巻
く
徒
歩
圏
等
で
あ
る
地
区
を
対
象


ま
ち
づ
く
り
（都
市
マ
ス
・公
共
交
通
網
）と
の
連
携
確
保
【§

2
4
の

2
 ⑤
】


都
道
府
県
に
よ
る
支
援
【§

2
4
の

2
⑨
】


下
記
の
取
組
を
実
施

旅
客
施
設
等
の
新
設
等
に
係
る
事
前
届
出
（義
務
）

＜
移
動
等
円
滑
化
促
進
方
針
の
イ
メ
ー
ジ
＞

＜
基
本
構
想
の
イ
メ
ー
ジ
＞

移

移
重 移

重
移

重

重
重

重重
移
動
等
円
滑
化
促
進
地
区

重
点
整
備
地
区

短
期

中
期

【§
2

4
の

4
】

【§
2

6
】

バ
ス
タ
ー
ミ
ナ
ル

旅
客
施
設

駅

各
施
設
の

B
F
情
報
の
収
集

シ
ョ
ッ
ピ
ン
グ
モ
ー
ル

長
期
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高
齢
者
、
障
害
者
等
の
ま
ち
な
か
に
お
け
る
回
遊
性
の
向
上
の
た
め
に
は
、
バ
リ
ア
フ
リ
ー

マ
ッ
プ
が
有
用
で
あ
る
。

こ
の
た
め
、
市
町
村
が
バ
リ
ア
フ
リ
ー
マ
ッ
プ
を
作
成
す
る
場
合
に
、
円
滑
に
情
報
の
収
集
が

で
き
る
よ
う
、
施
設
設
置
管
理
者
の
市
町
村
の
求
め
に
応
じ
た
必
要
な
バ
リ
ア
フ
リ
ー
情
報
の

通
知
義
務
等
を
創
設
す
る
。

＜
概
要
＞

〇
対
象
施
設

・義
務
：旅
客
施
設
、
特
定
道
路

・努
力
義
務
：特
定
路
外
駐
車
場
、
特
定
公
園
施
設
、
特
別
特
定
建
築
物

〇
情
報
提
供
の
内
容

・エ
レ
ベ
ー
タ
ー
の
有
無

・障
害
者
用
ト
イ
レ
、
駐
車
施
設
の
有
無
や
数

等

〇
市
町
村
の
バ
リ
ア
フ
リ
ー
マ
ッ
プ
の
例

バ
リ
ア
フ
リ
ー
情
報
提
供
の
強
化

バ
リ
ア
フ
リ
ー
情
報
提
供
の
意
義

道
路
管
理
者
等
に
よ
る
情
報
提
供
に

係
る
努
力
義
務

○
公
共
交
通
機
関
や
建
築
物
等
の
バ
リ
ア
フ
リ
ー
化
は
着
実
に
進
ん
で
き
た
と
こ
ろ
で
は
あ
る
が
、
高
齢
者
、
障
害
者
等
が
安
心
し
て
外

出
す
る
た
め
に
は
、
ど
の
施
設
が
バ
リ
ア
フ
リ
ー
化
さ
れ
て
い
る
か
の
情
報
を
明
ら
か
に
す
る
必
要
が
あ
る
。

○
こ
の
た
め
、
高
齢
者
、
障
害
者
等
へ
の
バ
リ
ア
フ
リ
ー
情
報
の
提
供
の
促
進
が
必
要
。

全
国
に
お
い
て
、
ど
こ
に
バ
リ
ア
フ
リ
ー
化
さ
れ
た
施
設
が
あ
る
か
明
ら

か
に
す
る
た
め
、
バ
リ
ア
フ
リ
ー
基
準
へ
の
適
合
義
務
が
課
さ
れ
て
い
る

施
設
に
つ
い
て
、
情
報
提
供
の
努
力
義
務
を
設
け
る
。

＜
概
要
＞

〇
対
象
施
設

・新
設
等
さ
れ
た

特
定
道
路
、
特
定
路
外
駐
車
場
（5

00
㎡
以
上
）、

特
定
公
園
施
設
、
特
別
特
定
建
築
物
（2

00
0㎡
以
上
）※

※
条
例
に
よ
り
対
象
に
付
加
さ
れ
た
も
の
も
含
む

〇
情
報
提
供
の
内
容

・バ
リ
ア
フ
リ
ー
基
準
へ
適
合
し
て
い
る
旨

・障
害
者
用
ト
イ
レ
、
車
椅
子
用
駐
車
施
設
の
有
無

〇
情
報
提
供
の
方
法

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
等
に
て
行
う
と
と
も
に
、
必
要
に
応
じ
て
、

施
設
外
か
ら
も
見
や
す
く
表
示
す
る

市
町
村
に
よ
る
バ
リ
ア
フ
リ
ー
マ
ッ
プ
の
作
成
・
提
供

バ
リ
ア
フ
リ
ー
マ
ッ
プ
の

作
成
例
（
高
槻
市
）

【参
考
】

公
共
交
通
事
業
者
等
は
、
現
行
法
上
情
報
提
供
の
努
力
義

務
が
課
さ
れ
て
お
り
、
現
に
バ
リ
ア
フ
リ
ー
情
報
の
提
供
が
行

わ
れ
て
い
る
（路
線
案
内
、
施
設
等
）。
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法
適
用
対
象
の
公
共
交
通
事
業
者
等
に
つ
い
て

鉄
道

バ
ス
・タ
ク
シ
ー

船
舶

航
空
機

鉄
道
事
業
者
（約

19
0）

軌
道
経
営
者
（
約

40
）

路
線
バ
ス
（
定
期
運
行
）

（約
75

0）
貸
切
バ
ス
事
業
者
（
約

4
,5

00
）

タ
ク
シ
ー
事
業
者

（約
53

,0
00
）

一
般
旅
客
定
期
航
路

事
業
者
（
約

4
0
0）

旅
客
不
定
期
航
路
事
業
者
（遊
覧
船
等
）
（
約

5
60
）

本
邦
航
空
運
送
事
業
者

（
約

7
0
）

そ
の
他
、
現
行
規
定
上
、
バ
ス
タ
ー
ミ
ナ
ル
事
業
者
、
旅
客
船
タ
ー
ミ
ナ
ル
管
理
者
等
が
法
適
用
の
対
象

航
空
旅
客
タ
ー
ミ
ナ
ル

管
理
者
（
約

8
0
）

（
赤
字
・
赤
枠
が
今
回
法
適
用
対
象
に
追
加
す
る
事
業
者
。
（）
内
の
数
字
は
全
事
業
者
数
。
）

リ
フ
ト
付
き
バ
ス
：
約
１
％
（約

50
,0

00
両
中
）

車
椅
子
対
応
型
の
車
両
を
導
入
す
る
際
に
、

ハ
ー
ド
の
基
準
適
合
を
義
務
付
け

船
型
等
に
よ
り
バ
リ
ア
フ
リ
ー
化
が
困
難
な
船

舶
は
、
ハ
ー
ド
の
基
準
の
適
用
除
外

－11－



公
共
交
通
事
業
者
等
に
よ
る
ハ
ー
ド
・ソ
フ
ト
一
体
的
な
取
組
の
推
進

○
エ
レ
ベ
ー
タ
ー
や
ホ
ー
ム
ド
ア
の
整
備
等
、
既
存
の
施
設
を
含
む
更
な
る
ハ
ー
ド
対
策
、
旅
客
支
援
等
の

ソ
フ
ト
対
策
を
一
体
的
に
推
進
す
る
必
要


ハ
ー
ド
対
策
に
加
え
、
接
遇
・
研
修
の
あ
り
方
を
含
む
ソ
フ
ト
対
策
の
メ
ニ
ュ
ー

を
国
土
交
通
大
臣
が
新
た
に
作
成


事
業
者
が
、
ハ
ー
ド
・
ソ
フ
ト
計
画
※
の
作
成
・
取
組
状
況
の
報
告
・
公
表
を
行
う

制
度
を
創
設

※
計
画
に
盛
り
込
む
べ
き
項
目
：
施
設
整
備
、
旅
客
支
援
、
情
報
提
供
、
教
育
訓
練
、
推
進
体
制

【
施
設
整
備
】

【
旅
客
支
援
】

【
情
報
提
供
】

【
教
育
訓
練
】
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ハ
ー
ド
・ソ
フ
ト
一
体
と
な
っ
た
取
組

（ハ
ー
ド
・ソ
フ
ト
計
画
制
度
）

移
動
等
円
滑
化
の
状
況
が
判
断
基
準
に
照
ら
し
て

著
し
く
不
十
分
で
あ
る
と
認
め
る
と
き

国
土
交
通
大
臣
が
、
公
共
交
通
事
業
者
等
に
対
し
て
、
指
導
及
び
助
言

公
共
交
通
事
業
者
等
が
、
毎
年
度
、
定
期
報
告

Ⅰ
前
年
度
の
公
共
交
通
移
動
等
円
滑
化
計
画
の
実
施
状
況

(1
)
計
画
期
間

(2
)
移
動
等
円
滑
化
の
目
標
の
達
成
状
況

(3
)
移
動
等
円
滑
化
に
関
す
る
措
置
の
実
施
状
況

(4
)
(2

)を
達
成
す
る
た
め
に

(3
)と
相
ま
っ
て
取
り
組
む
措
置
の
実
施
状
況

Ⅱ
旅
客
施
設
及
び
車
両
等
の
移
動
等
円
滑
化
の
達
成
状
況

Ⅲ
Ⅰ
及
び
Ⅱ
を
踏
ま
え
た
課
題
及
び
今
後
の
対
応
見
通
し

公
共
交
通
事
業
者
等
が
、
毎
年
度
、
公
表

国
土
交
通
大
臣
が
、
公
共
交
通
事
業
者
等
に
対
し
て
、
勧
告

（※
旅
客
施
設
及
び
車
両
等
に
係
る
技
術
水
準
等
の
事
情
を
勘
案
）

国
土
交
通
大
臣
が
、
公
表

公
共
交
通
事
業
者
等
が
、
毎
年
度
、
計
画
作
成

Ⅰ
計
画
期
間

Ⅱ
移
動
等
円
滑
化
の
目
標

Ⅲ
移
動
等
円
滑
化
に
関
す
る
措
置

Ⅳ
Ⅱ
を
達
成
す
る
た
め
に
Ⅲ
と
相
ま
っ
て
取
り
組
む
措
置

Ⅴ
前
年
度
計
画
書
と
の
比
較

Ⅵ
そ
の
他
計
画
に
関
連
す
る
事
項

ハ
ー
ド
・
ソ
フ
ト
計
画
制
度

勧
告
に
従
わ
な
か
っ
た
と
き

必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き

※
輸
送
人
員
数
が
相
当
数
で
あ
る
こ
と
等
の
要
件
に
該
当
す
る
者
の
み

・施
設
・車
両
等
の
施
設
整
備

・乗
降
に
つ
い
て
の
介
助
、
旅
客
施
設
に
お
け
る
誘
導
等
の
旅
客
支
援

・適
切
な
情
報
の
提
供

・職
員
等
に
対
す
る
教
育
訓
練

・公
共
交
通
事
業
者
等
が
上
記
の
目
標
を
達
成
す
る
た
め
に
整
備
す
る
べ
き
推
進
体
制
等
を
定
め
る
こ
と
等

公
共
交
通
事
業
者
等
の
判
断
基
準

国
土
交
通
大
臣
が
、
以
下
に
つ
い
て
メ
ニ
ュ
ー
を
定
め
て
公
表

事
業
者
が
取
り
組
む
べ
き
措
置
の

具
体
的
な
内
容

達
成
す
べ
き
目
標

計
画
的
に
取
り
組
む
べ
き
措
置
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近
接
建
築
物
と
の
連
携
に
よ
る
既
存
旅
客
施
設
の
移
動
等
円
滑
化
に
つ
い
て

制
度
概
要

旅
客
施
設

建
築
物

特
定
経
路
施
設

②
協
定
建
築
物
特
定
施
設
を
含
む
建
築
物
の
建
築
等
及
び

維
持
保
全
に
関
す
る
計
画
を
作
成
し
、
所
管
行
政
庁
が
認
定

※
旅
客
施
設
に
つ
い
て
バ
リ
ア
フ
リ
ー
施
設
の
設
置
が
困
難
で
あ
る
こ
と
等

に
つ
い
て
の
大
臣
認
定
。

既
存
の
地
下
鉄
駅
等
の
旅
客
施
設
に
お
い
て
は
、
ｽ
ﾍ
ﾟｰ
ｽ
の
余
裕
が
な
い
た
め
に
、
ﾊ
ﾞﾘ
ｱ
ﾌ
ﾘ
ｰ
ﾄｲ
ﾚ
等
の
設
置
が
で
き
な
い

場
合
が
生
じ
て
い
る
。

⇒
近
接
建
築
物
へ
の
通
路
・
ﾊ
ﾞﾘ
ｱ
ﾌ
ﾘ
ｰ
ﾄｲ
ﾚ
整
備
を
促
進
す
る
た
め
、
協
定

(承
継
効

)・
容
積
率
特
例
制
度
を
創
設

※
バ
リ
ア
フ
リ
ー
施
設
の

設
置
が
困
難

①
関
係
す
る
土
地
所
有
者
等
全
員
の
合
意
に
よ
り
、

建
築
物
特
定
施
設
及
び
特
定
経
路
施
設
に
係
る
協
定
を
締
結

（
承
継
効
付
き
）

公
共
交
通
事
業
者

特
定
経
路
管
理
者

建
築
主

バ
リ
ア
フ
リ
ー
ト
イ
レ
の
整
備

ス
ペ
ー
ス
に
余
裕
の
な
い
地
下
鉄
駅
で
も
、

・
近
接
す
る
建
築
物
で
バ
リ
ア
フ
リ
ー
ト
イ
レ
を
整
備

・
そ
こ
ま
で
の
経
路
を
確
保

す
る
こ
と
で
バ
リ
ア
フ
リ
ー
化

旅
客
施
設
の
基
準
適
合
の
た
め
必
要
と
な
っ
た
建
築
物
内
の

ト
イ
レ
・
経
路
等
に
つ
い
て
、
容
積
率
の
特
例
措
置
（不
算
入
）

③
協
定
建
築
物
特
定
施
設
を
誘
導
基
準
に
適
合
さ
せ
た
場
合
、

床
面
積
の
増
分
に
対
す
る
容
積
率
不
算
入
の
特
例

（
協
定
建
築
物
特
定
施
設
の
う
ち
増
分

部
分
）

協
定
建
築
物
特
定
施
設

（身
体
障
害
者
用
ト
イ
レ
等
）

バ
リ
ア
フ
リ
ー
施
設
の
設
置
が
困
難
な
地
下
鉄
駅
の
例

協
定
を
締
結

対
交
通
事
業
者

対
施
設
管
理
者

制
度
の
活
用
イ
メ
ー
ジ

【
制
度
の
効
果
】
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改正バリアフリー法※に関する政令・省令事項①
（平成30年11月1日施行分）

○事前届出が必要となる「移動等円滑化の促進に支障を及ぼすおそれのある行為」

公共交通事業者等及び道路管理者による事前届出が必要となる行為として、生活関
連施設である旅客施設又は生活関連経路を構成する道路で、他の施設との隣接部
分の連続性の確保に支障を及ぼすおそれのある行為を定めることとする
＜政令・省令＞

届出事項及び事前届出の様式を定める＜省令＞
変更届出が必要な事項及び変更届出の様式を定める＜省令＞

○市町村によるバリアフリーマップ作成

施設設置管理者から提供する情報をバリアフリーの設備の有無及びその設置箇所
その他高齢者、障害者等が旅客施設を利用するために必要となる情報とする
＜省令＞

市町村が上記の情報提供を求めるときは、提供の対象となる施設、提供すべき事項、
提供の様式、提供の期限その他必要な事項を明示するものとする＜省令＞

旅客施設Ａ及びＢ（ともに生活関連施設、Ａはバリアフリールート2ルート整備済、Ｂはバリアフ

リールート未整備、Ａに繋がる通路を新設したところ）と道路（生活関連経路）について、届出
の対象となる範囲は、以下のようなイメージとなる。

〇届出対象のイメージ図

※高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律の一部を改正する法律
（平成30年5月25日公布）

改札

資料２
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○貸切バス及び旅客不定期船のバリアフリー基準

貸切バス及び旅客不定期船のバリアフリー基準を定める＜省令＞

○認定協定建築物

認定を受けた協定建築物（単独ではバリアフリー化が困難な旅客施設に隣接・近接
し、移動等円滑化のための経路又は施設について協定を締結した建築物）の容積率
特例の対象となる床面積について、当該建築物の延べ面積の10分の１を限度として、
国土交通大臣が定めるものとする＜政令＞

協定建築物の建築等及び維持保全の計画の作成・認定申請の手続き並びに記載
事項を定める＜省令＞

協定建築物の移動等円滑化のための経路又は施設の維持保全に関する基準及び
当該基準への適合認定の手続きを定める＜省令＞

○ハード・ソフト計画の作成

ハード・ソフト計画を作成する公共交通事業者等の要件を定める＜省令＞
ハード・ソフト計画の作成、提出、報告、公表の手続きを定める＜省令＞

公共交通事業者等がハード・ソフト計画に基づく措置の実施状況とあわせて公表しな
ければならない移動等円滑化に関する情報を定める＜省令＞
※この他、公共交通事業者等の取組の判断の基準となるべき事項を告示で定める。

【旅客不定期航路事業者】【貸切バス事業者】

○制度イメージ

協定を締結

改正バリアフリー法※に関する政令・省令事項②
（平成31年4月1日施行分）

※高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律の一部を改正する法律
（平成30年5月25日公布）

－16－



移動等円滑化促進に関する基本方針の一部改正について

一．移動等円滑化の意義及び目標

○移動等円滑化の意義
・基本理念（共生社会の実現、社会的障壁の除去）について明記。

・移動の連続性を確保することが重要である旨を強調。

○移動等円滑化の目標

二．施設設置管理者が講ずべき措置

○施設及び車両等の整備

・特定道路※に指定すべき道路を国に情報提供する旨を記載。

・施設設置管理者による情報提供の内容の例示の追加。

○適切な情報提供

・障害の多様性に関する記述を充実。

・施設設置管理者間で連携し、一元化した情報提供の推奨。

三．移動等円滑化促進方針の指針

＜平成30年11月1日施行分＞

（移動等円滑化促進方針地区のイメージ）

・出来る限り多くの市町村が作成に取り組むことが重要であることを強調。

・市町村は積極的にバリアフリーマップを作成し、提供することが重要である旨を記載。

・施設間の連携を図るための届出制度の留意点等について記載。

・都道府県による市町村に対する援助の趣旨を記載。

○移動等円滑化の促進の意義等

駐車場

官公庁

病院

福祉施設

公園

商業施設

商業施設

商業施設

鉄道駅（A駅）

福祉施設

河川Ｂ

国道Ｃ号

国道Ｄ号

生活関連施設（旅客施設、建築物、路外駐車場、公園）

生活関連経路（生活関連施設間の経路）

移動等円滑化促進地区の範囲

※移動等円滑化が特に必要なものとして政令で定める道路法による道路をいう。

資料３
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○重点整備地区における移動等円滑化の意義

・出来る限り多くの市町村が作成に取り組むことが重要であることを強調。

・市町村は積極的にバリアフリーマップを作成し、提供することが重要である旨を記載。

○国の責務及び講ずべき措置

・国が特定道路の指定を行う対象について追記。

○地方公共団体の責務及び講ずべき措置

・法に基づく協議会の活用等により、バリアフリー状況の定期的な評価を行うよう努める旨を追加。
・建築物のバリアフリー化に関して、条例により、対象区域を設定して義務付け対象となる用途の
追加及び規模の引下げ並びに基準の強化が可能であることを明確化。

・法にいう「高齢者、障害者等」には、高齢者及び身体障害者のみならず、知的障害者、精神障
害者及び発達障害者を含む全ての障害者で身体の機能上の制限を受ける者は全て含まれるこ
とについて改めて周知を行う旨を記載。

四．基本構想の指針

五．移動等円滑化促進施策に関する基本的な事項等

＜平成31年4月1日施行分＞

○公共交通事業者等によるハード・ソフト一体的な取組を推進するための計画制度
に関する留意点等

施設設置管理者が講ずべき措置

○新たな容積率特例制度の活用等による旅客施設のバリアフリー化の推進について

・都道府県による市町村に対する援助の趣旨を記載。

（計画に盛り込むべき項目：施設整備、旅客支援、情報提供、教育訓練、推進体制）

【施設整備】 【旅客支援】

【情報提供】 【教育訓練】

等
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自由通路 ペデストリアンデッキ エスカレーター エレベーター

駅前広場

鉄道駅

駐車場

建築物

車両

公園

道路

信号機

移動等円滑化促進方針及び基本構想の作成手順
【着手段階】

【作成段階】

（福祉関連部局、都市計画関連部局、建設・土木関連部局等の連携）

（市町村の担当者、高齢者・障害者等、施設設置管理者、学識経験者等による協議会）

見直しに際して具体事業の調整ができる場合

基本構想の作成

○市の現状の課題等を踏まえたバリアフリー化の方針
の設定

○バリアフリー化の促進が必要な地区（移動等円滑化
促進地区）の設定

○高齢者・障害者等が日常生活等で利用する施設及び
当該施設の相互間の経路の指定並びにこれらにおけ
るバリアフリー化の方針の設定

○届出制度の対象となる区域の設定

○バリアフリーマップ作成に係る情報提供内容の設定 等

○バリアフリー化のための事業を重点的かつ一体的に実施することが必要な地区
（重点整備地区）の設定

○特定事業等の事業の設定（下記のいずれか一つ以上）
・公共交通特定事業
（エレベーター、スロープの設置等）
・道路特定事業
（歩道の拡幅、段差の解消等）
・路外駐車場特定事業
（車椅子使用者用駐車施設の設置等）
・都市公園特定事業
（スロープの設置等）
・建築物特定事業
（エレベーター、スロープの設置等）
・交通安全特定事業
（音響式信号機の設置等） 等

協議会の設置

庁内体制の構築

現状調査

移動等円滑化促進方針の作成

駐車場

官公庁

病院

福祉施設

公園

商業施設

商業施設

商業施設

鉄道駅（A駅）

福祉施設

河川Ｂ

国道Ｃ号

国道Ｄ号

生活関連施設（旅客施設、建築物、路外駐車場、公園）

生活関連経路（生活関連施設間の経路）

移動等円滑化促進地区の範囲

（まちあるき点検、アンケート調査、ヒアリング等の実施）

＜移動等円滑化促進地区のイメージ＞

＜事業のイメージ＞

【管理段階】

（バリアフリー化の実施状況の調査、分析及び評価の実施）評価

見
直
し
に
際
し
て
具
体
事
業
の
調
整
が
困
難
な
場
合

直ちに具体事
業の調整がで
きる場合

【管理段階】

（バリアフリー化の実施状況の調査、分析及び評価の実施）評価

見
直
し

事
業
が
い
っ
た
ん
終
了
し
た
が
、
新
た
な
事
業
の
設
定
に
至
ら
な
い
場
合

資料４

－19－



移動等円滑化促進方針及び基本構想の作成のメリット
移動等円滑化促進方針作成のメリット

基本構想作成のメリット

○ 届出制度による交通結節点における施設間連携の推進

○ バリアフリーマップ作成の円滑化

○ 事業に関する調整の容易化

○ 既存施設も含めたバリアフリー整備の推進

○ バリアフリーマップ作成の円滑化

○ 公共施設等適正管理推進事業債（ユニバーサルデザイン事業）の活用

・旅客施設と道路の境目等において、バリアフリー化が連続して確保されていないために、結果と
して高齢者、障害者等が利用できない状態となっている場合があるため、旅客施設と道路の境目
等において改修等する場合は、事前に市町村に届け出てもらうことで、改修内容を変更する等の
要請を行うことができるなど、施設間の連携を図ることができる。

・移動等円滑化促進方針にバリアフリーマップの作成について明記した場合、各施設の管理者等
は、バリアフリーの状況について、市町村の求めに応じて、旅客施設及び道路については情報提
供しなければならない旨を、建築物、路外駐車場、公園については情報提供に努めなければなら
ない旨を規定しており、円滑な情報収集が可能となる。

○ 公共交通特定事業計画に係る地方債の特例

・ 一定のバリアフリー化の方向性を示すことで、複数の関係者間で認識が共有され、事業者に事

業化に向けた準備期間を設けることができ、また、後述の届出制度を通じて事業者との調整が可
能となるなど、段階的な施設のバリアフリー整備が可能となる。

・特定事業を設定することにより、既存施設についても義務としてバリアフリー整備を推進すること
が可能となる。

・旅客施設におけるバリアフリー整備について、基本構想において公共交通特定事業に位置づけ、
国庫補助金の交付対象となる場合に限り、当該事業に助成を行う場合に、地方財政法第５条に該
当しない場合であっても、地方債の対象経費とすることができる。

・基本構想に基づく公共施設等のバリアフリー改修事業等については、一定の要件のもと、公共施
設等適正管理推進事業債におけるユニバーサルデザイン事業の対象となる。
（充当率：90％、交付税措置率：30％（財政力に応じて最大50％まで引上げ））

○ バリアフリー法に基づく公共施設等のバリアフリー改修事業や その他の公共施設等のユニバーサル
デザイン化のための改修事業

バリアフリー改修の例･･･車いす使用者用トイレ等の整備、出入口の段差解消、エレベーターの整備、
視覚障害者用ブロックの整備 等

その他のユニバーサルデザイン改修の例・・・授乳室や託児室の整備、多言語による案内を行うため
の施設の整備、観光施設等における洋式トイレの整備 等

対象事業

デジタルサイネージの整備
事業費：数十万円～数百万円（１台）

多目的トイレの整備
事業費：４００万円程度

【事業イメージ】

出入口の段差解消
事業費：３０万円程度

円滑化促

・移動等円滑化促進方針と同様の情報提供制度を規定しており、円滑な情報収集が可能となる。

（総務省作成資料より）
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駅

駅
駅

駅

商業施設

病院

市役所 公園

駐車場

福祉施設

商業施設

福祉施設

博物館

ホテル

観光施設

路線バス

病院

商業施設
福祉施設

公園

公園

駐車場

商業施設

商業施設

福祉施設

病院

公園

駐車場

駅

駅
駅

駅

病院

市役所 公園

駐車場

福祉施設

商業施設

福祉施設

博物館

ホテル

観光施設

路線バス

病院

商業施設
福祉施設

公園

公園

駐車場

商業施設

商業施設

福祉施設

病院

公園

駐車場

商業施設

移動等円滑化促進方針及び基本構想の作成及び見直しのイメージ
（基本構想未作成の市町村の場合）

観光地
（Ｃ地区）

旅客施設を含まない
生活拠点（Ｅ地区）

旅客施設を中心とした
生活拠点（Ｂ地区）

市の中心部
（Ａ地区）

移動等円滑化促進方針等作成

旅客施設を中心とした
生活拠点（Ｄ地区）

移動等円滑化促進地区
かつ重点整備地区

移動等円滑化促進地区 生活関連施設 生活関連経路市境

【Ａ市の例】

地区 作成方針

A,E

具体事業の設定可能な箇所と困難
な箇所が混在するため、基本構想
を作成し、移動等円滑化促進地区
に重ねて重点整備地区を設定

B 引き続き重点整備地区として設定

C
具体事業の設定が可能となったこ
とから基本構想を作成し、重点整
備地区として設定

D
具体事業の設定可能な地区につい
ては、基本構想を作成し、重点整
備地区として重ねて設定

評価・見直し後

観光地
（Ｃ地区）

旅客施設を含まない
生活拠点（Ｅ地区）

旅客施設を中心とした
生活拠点（Ｂ地区）

市の中心部
（Ａ地区）

旅客施設を中心とした
生活拠点（Ｄ地区）

・事業の設定が可能となったと
ころから基本構想作成

事業化が可能なところと困難
なところが混在する場合には、
移動等円滑化促進方針と基本
構想を同一地区で作成するこ
とも可能

重点整備地区

地区 作成方針

A

移動等円滑化促進地区の設定に
加えて、具体事業の調整が可能な
地区は重点整備地区として設定し、
基本構想作成

B,C,D
,E

具体事業の調整が困難であること
から移動等円滑化促進地区として
設定

・加えて、具体事業の調整が
可能な地区においては、重点
整備地区として基本構想作成

・移動等円滑化促進方針にお
いて、移動等円滑化促進地区
を指定し、当該地区のバリアフ
リーの方針を設定。

（併せて市全体の方針を設定
することが望ましい）
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駅

駅
駅

駅

商業施設

病院

市役所 公園

駐車場

福祉施設

商業施設

福祉施設

博物館

ホテル

観光施設

路線バス

病院

商業施設
福祉施設

公園

公園

駐車場

商業施設

商業施設

福祉施設

病院

公園

駐車場

移動等円滑化促進方針及び基本構想の作成及び見直しのイメージ
（基本構想作成済の市町村の場合）

観光地
（Ｃ地区）

旅客施設を含まない
生活拠点（Ｅ地区）

旅客施設を中心とした
生活拠点（Ｂ地区）

市の中心部
（Ａ地区）

現状
旅客施設を中心とした
生活拠点（Ｄ地区）

移動等円滑化促進地区
かつ重点整備地区

生活関連施設

生活関連経路

市境

【Ａ市の例】

観光地
（Ｃ地区）

旅客施設を含まない
生活拠点（Ｅ地区）

旅客施設を中心とした
生活拠点（Ｂ地区）

市の中心部
（Ａ地区）

旅客施設を中心とした
生活拠点（Ｄ地区）

・基本構想作成済の地区にお
いても見直しに際して具体の
事業が調整可能かどうかに応
じて移動等円滑化促進地区又
は重点整備地区を設定

駅

駅
駅

駅

商業施設

病院

市役所 公園

駐車場

福祉施設

商業施設

福祉施設

博物館

ホテル

観光施設

路線バス

病院

商業施設
福祉施設

公園

公園

駐車場

商業施設

商業施設

福祉施設

病院

公園

駐車場

地区 現状

A,B 基本構想作成済

C,D,E 基本構想未作成

移動等円滑化促進地区

重点整備地区

・大規模駅を中心に基本構想
を作成済

地区 作成方針

A
具体事業の設定可能な箇所と困難な箇所が混在するため、
重点整備地区に重ねて移動等円滑化促進地区を設定

B
事業がいったん終了したが、新たな事業の設定に至らない
ことから移動等円滑化促進地区として設定

C
具体事業の設定が可能となったことから重点整備地区とし
て設定

D
移動等円滑化促進地区の設定に加えて、具体事業の調整
が可能な地区は重点整備地区として設定し、基本構想作成

E
具体事業の調整が困難であることから移動等円滑化促進
地区として設定

・基本構想未作成の地区を中
心に、移動等円滑化促進地区
を指定し、当該地区のバリアフ
リーの方針を設定。

（併せて市全体の方針を設定
することが望ましい）

・具体事業の調整が可能な地
区においては、重点整備地区
として基本構想作成

評価・見直し後
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